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16．福祉用具貸与
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１６．福祉用具貸与

①貸与価格の上限設定等

②機能や価格帯の異なる複数商品の掲示等

改定事項
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１６．福祉用具貸与 改定事項の概要

○ 福祉用具貸与について、平成30年10月から全国平均貸与価格の公表や貸与価格の上限設定を行う。

・ 上限設定は商品ごとに行うものとし、「全国平均貸与価格＋１標準偏差（１ＳＤ）」を上限とする。

・ 平成31年度以降、新商品についても、３ヶ月に１度の頻度で同様の取扱いとする。

・ 公表された全国平均貸与価格や設定された貸与価格の上限については、平成31年度以降も、概ね１年に

１度の頻度で見直しを行う。

・ 全国平均貸与価格の公表や貸与価格の上限設定を行うに当たっては、月平均100件以上の貸与件数がある

商品について適用する。

なお、上記については、施行後の実態も踏まえつつ、実施していくこととする。

①貸与価格の上限設定等

○ 利用者が適切な福祉用具を選択する観点から、運営基準を改正し、福祉用具専門相談員に対して、以下の事項

を義務づける。

・ 貸与しようとする商品の特徴や貸与価格に加え、当該商品の全国平均貸与価格を利用者に説明すること。

・ 機能や価格帯の異なる複数の商品を利用者に提示すること。

・ 利用者に交付する福祉用具貸与計画書をケアマネジャーにも交付すること。

②機能や価格帯の異なる複数商品の掲示等



福祉用具貸与の仕組み

見直し内容

国が商品ごとに、当該商品の貸与価格の全国的な状況を把握。当該商品の全国平均貸与価格を公表

貸与事業者（福祉用具専門相談員）は、福祉用具を貸与する際、当該福祉用具の全国平均貸与価格と、その

貸与事業者の貸与価格の両方を利用者に説明。また、機能や価格帯の異なる複数の商品を提示。（複数商

品の提示は30年4月施行）

適切な貸与価格を確保するため、貸与価格に上限を設定

※ 貸与価格の上限は商品ごとに設定する（当該商品の全国平均貸与価格＋１標準偏差）。

見直しの方向性

徹底的な見える化等を通じて貸与価格のばらつきを抑制し、適正価格での貸与を確保する。
【平成30年10月施行】

○ 福祉用具は、対象者の身体状況等に
応じて交換ができるように原則貸与

○ 福祉用具貸与は、市場価格で保険給
付されており、同一商品（例：メーカーA
の車いすａ）でも、貸与事業者ごとに価
格差がある。

○ これは、貸与事業者ごとに、仕入価
格や搬出入・保守点検等に要する経費
に相違があるためである。

メーカーA
商品a

出荷

出荷

貸与事業者B

貸与事業者C

商品a 貸与価格
7,000円

利用者

福祉用具サービス
の説明

貸与契約

貸与事業者Ｄ
商品a 貸与価格

6,500円
商品a 貸与価格

6,000円

出荷

○ 利用者は、貸与に要する
費用の１割（２割）を負担

○ 残りの９割分（８割分）は、
介護報酬として貸与事業
者に支払われる。

＊福祉用具…車いす、つえ、特殊寝台など

福祉用具貸与の見直し
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○ 福祉用具の貸与価格の上限設定については、商品ごとに行う。
○ 具体的には、当該商品の「全国平均貸与価格＋１標準偏差（１SD）」とする。

※ 標準偏差とは、データの散らばりの大きさを表す指標であり、「全国平均貸与価格＋１標準偏差（１SD）」
は上位約16％に相当（正規分布の場合）。

福祉用具の貸与価格の上限設定の考え方

貸与価格の上限設定のイメージ

平均価格
＋１ＳＤ

全国平均貸
与価格

【全国平均貸与価格＋１標準偏差（１SD）】
※ 上位約16％に相当（正規分布の場合）
※ 離島などの住民が利用する場合などは、交通費に相当する額を別途加算
※ 上限を超えた価格で貸与しようとする場合は、保険給付の対象外の取扱い 157



連絡調整・給付管理

国（厚労省）

国保中央会
国保連合会

利用者

福祉用具
貸与事業者

●全国平均貸与価格と貸与事業者の
貸与価格の両方を利用者に説明

●機能や価格帯の異なる複数の商品
を提示

【見直し事項③】

介護給付費の請求

福祉用具貸与計画書の交付

保険者

●商品ごとに
全国平均貸与価格・
貸与価格の上限を
公表
【見直し事項②】

福祉用具貸与の見直しについて（取組のイメージ）

福祉用具
専門相談員 ケアマネジャー

●福祉用具貸与
計画書の交付

【見直し事項④】

●介護給付費データに基づき
貸与価格情報の提供

【見直し事項①】

価格情報の確認

福祉用具貸与サービスの提供

ケアプラン

・インテーク
・アセスメント
・サービス担当者会議
・モニタリング

・インテーク
・アセスメント
・サービス担当者会議
・モニタリングケアプランの交付
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